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終わりに
我が国の憲法は，第34条で身柄拘束下にある者の「弁護人の助力を受ける
権利」を保障し，第37条3項で被告人に「弁護人の助力を受ける権利」を保
障する。前者については，身柄拘束という状況から生じる不利益の解消を目的
とした弁護の機能を保障したものであり，後者については，公訴提起後，公判
段階における当事者としての地位を被告人に保障するための必須不可欠の権利
であると捉えるべきであるという有力説ωに賛成する立場から私は論稿を発表
してきたω。
もっとも，学説上は，被疑者の身柄拘束時，あるいは，外界から遮断された
環境での被疑者取調の開始時を以て，供述の自由・行動の自由を含む被疑者の
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重大な権利が侵害される危険，捜査権限濫用の危険が始まるものと捉え，捜査
段階から公判段階と同様，被疑者に主体性を確保すべきだとの立場から弾劾的
捜査観が提唱されω，更に，憲法37条3項の英訳正文のtheaccusedという文
言を「被告人」ではなく， I被告発者Jと捉え，捜査段階であっても一定の時点
から以降は「告発」があったものと解釈し，憲法37条3項の適用があるとの見
解も根強いω。更に，我が国の憲法・刑訴法の母法国である米国では，正式起訴
以前にも告発 (charge)があったものとして，我が国の憲法37条3項に相当す
る合衆国憲法第6修正の規定する「弁護人の助力を受ける権利」の保障が及ぶ
との考え方が採られてきたことも，憲法37条3項の弁護権保障が捜査段階にも
及ぶとの見解の根拠になっていることω も看過し得ない。憲法37条3項の対
象が公判段階に限るか捜査段階にも及ぶかに関しては，刑訴法37条の 2が新
設されたことによる被疑者国選弁護制度導入によって円一応の解決は見たが，
被疑者の「弁護人の助力を受ける権利Jの性質をどのように捉えるかをめぐっ
て，今後も議論の余地は残るであろう。本稿では，合衆国憲法第6修正が保障
する「弁護人の助力を受ける権利」の対象について判例変更を行ったMontejo
判決∞の検討を中心lこ，我が国の憲法37条3項の対象を再検討したL、。
Montejo判決については，筆者自身， 日米法学会誌である「アメリカ法」
に評釈与を執筆したことがあるがω，本稿では，その際，紙幅の都合で十分に論
じることができなかった点も含めて検討したい。尚，そのような本稿の性質上，
日米法学会誌上に掲載された旧稿と一部重複が生じることをお断りする。
I 合衆国憲法の保障するこ種類の「弁護人の助力を受ける権利」
1 第5修正に由来する「弁護人の助力を受ける権利」
合衆国憲法第5修正は，本来，自己負罪拒否特権を規定するものであり，
「弁護人の助力を受ける権利」について明文で定めた規定ではない。しかし，
狭い共同体社会の中で発生する犯罪の捜査とは異なり，面識のない者の聞で犯
罪が発生することの多い近代社会においては，目撃者の供述には必ずしも信用
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性が高いとは言えないので，むしろ捜査段階での身柄拘束下における被疑者取
調による自白採取の重要性が高く(へそれ故，供述の無理強いの危険性も高ま
る。そこで， Miranda判決によって，第5修正は，身柄拘束下の取調におけ
る供述の無理強いを防ぐという新たな意義を持つこととなった(!九 Miranda判
決においては，供述の無理強いの防止策として，黙秘権の告知と共に「弁護人
の助力を受ける権利」の告知等が判示された (11)0 Miranda法理自体は，合衆国
憲法第5修正の内容そなすものではなく，その予防法理に過ぎないものではあ
るが(12)これを受けた Edwards判決においては，身柄拘束下での取調に際し
て被疑者が「弁護人の助力を受ける権利」を行使した場合，直ちに取調を中止
しなければならない旨判示した〈ヘ更に， Minnick判決では，捜査官は，弁護
人の立会なくして被疑者取調をなし得ず，身柄拘束下の被疑者取調において捜
査官が「弁護人の助力安受ける権利Jの放棄を求めることは許されない旨判示
されたのである川。
2 合衆国憲法第6修正の保障する「弁護人の助力を受ける権利J
上述の合衆国憲法第5修正に由来する「弁護人の助力を受ける権利」とは異
なり，第6修正の「弁護人の助力を受ける権利Jは，明文規定で保障されてい
るものである。第6修正の目的は，国家権力(連邦又は州)と被告人との聞の
力の不均衡を縮減し，当事者論争主義公判手続 Cadversarialprocess)を完全
に保障することにある。そこで，当事者論争主義手続がどの時点で開始される
かが重要となる訳である。この点について， Kirby判決では，第6修正の実効
性を高め，適正手続の保障を徹底するために，大陪審起訴・検察官起訴・予備
審問，あるいは arraignmentのいずれの段階であるかを問わず，刑事事件に
おいて最初に司法機関が関与する手続が開始された時点から第6修正が適用さ
れるので，逮捕後の冒頭出頭Cinitialappearance)にも適用される旨判示さ
れた州。更に Williams第l事件判決においては，被疑者が逮捕された直後に
弁護人が選任されたものの，被疑者が出頭した捜査機聞から管轄を有する別の
捜査機関へ向けて護送する車両の中で事実上の被疑者取調がなされ，自日負罪
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供述が得られた場合には，第6修正の保障する「弁護人の助力を受ける権利J
が侵害されたものと判示された刷。
このように，公判手続が開始される以前においても，刑事手続の帰趨に関わ
る蓑要な局面 Ccriticalstage)において司法機闘が関与する手続が開始されれ
ば第6修正が適用され(17)同条項の「弁護人の助力を受ける権利」も適用され
ると解するならば，一旦，司法機闘が関与する手続が開始され，弁護人が選任
された後は，弁護人の立会なくして被疑者取調を行うことも禁止されることに
なる(18)
n Montejo判決の検討
1 事実の概要
上告人Montejoは，強盗・第 l級謀殺の被疑事実で逮捕され， Miranda法
理(19)上の権利を放棄した上で取調を受け，侵入盗を実行する過程で被害者を射
殺した事実を認める皆の供述をした。 Louisiana州法によれば，逮捕された被
疑者は， (被疑者が無資力でない場合であっても，弁護人を私選していない場
合安含む〉公選弁護人を選任するため，逮捕後72時間以内に裁判官の予備審
問を受けるものと規定されていた側。逮捕後の予備審聞を受けた際，上告人は
公選弁護人の選任を請求しなかったものの，弁護人が私選されていなかったの
で，裁判官は公選弁護人安選任した。
上記手続の後，警察官が留置施設において上告人に，未だ発見されていない
凶器を発見することに協力するよう求めたところ，上告人は Miranda法理上
の権利告知ぞ受けたよで権利そ放棄し，投棄した凶器の発見を目的とした引き
当たり捜査への同行に同意した。上告人は，引き当たり捜査に向かう途中の警
察車両の中で，被害者の妻宛に自己の罪責を認める謝罪の手紙を書いた。上告
人が弁護人と初めて接見したのは，上告人が上記引き当たり捜査が終わって警
察署に戻ってからであった。
公判審理において弁護人は，弁護人が濯任された後は，弁護人の立会なしで
-376一
身柄拘束下の被疑者取調における弁護権の性質
警察は取調をなし得ない筈である旨を主張し，上記手紙の証拠調べに対して異
議を申し立てたが，これは却下され，当該手紙は証拠採用されて，上告人は第
1級謀殺罪で有罪認定され，死刑が言い渡された。
、上告人は上訴審において， Jackson判決(21)に依拠すれば，当該手紙は証拠
排除されるべき旨を主張したが， Louisiana州最上親裁判所は，被告人が実際
に合衆国憲法第6修正の「弁護人の助力を受ける権利」を主張しない限りは，
Jackson判決の予防法理は発動されないところ，上告人は逮捕後72時間以内
の裁判官による審問において，そのような主張をしておらず，取調の際に弁護
人の立会を求める権利があることを認識しながら，任意にこれを放棄したもの
と判示し，上訴を棄却した側。
上告人からの certiorari申請が受理され，合衆国最高裁判所に係属した。
2 判旨
合衆国最高裁は，破棄・差し戻しの判決を下した。
(1) Scalia裁判官執筆の法廷意見 CRoberts首席裁判官.Kennedy裁判官・
Thomas裁判官・ Alito裁判官参加)
合衆国憲法第6修正の定める弁護人の助力を受ける権利は，放棄することが
可能である。第5修正に基づく Miranda法理上の権利を保護する予防法理に
対応するものとして， Jackson判決において当裁判所は， r弁護人の助力を受
ける権利」の放棄は，一定の状況の下では無効である旨の法理を創設した。ま
た， Edwards法理闘は，既に被告発者が行使したMiranda法理上の権利を放
棄するよう警察官が被告発者に対して執劫に迫ることを防止するものであるが，
Jackson判決は， Edwards法理を第6修正の権利に対しでも全面的に導入し
ようとするものであった。
裁判所が職権によって弁護人を選任する場合，その後の権利放棄には任意性
がないと推定すべき根拠を欠く。 Edwards法理及びJackson判決はいずれも，
警察が被告発者にその権利行使について考えを改めるよう執劫に迫ることを防
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止しようとするものであった。
Jackson判決の推定を及ぼす前提として，被告発者による「弁護人の助力を
受ける権利Jが援用されていることを要件とするならばともかく，公選弁護人
の選任を専ら被告発者の申立によるものとはせず，一定の要件を充足すれば自
動的に選任されるという制度を持つ多くの法域においては，問題が残る。他方
で，第6修正の権利の援用を要件としないならば， Jackson判決の理由から
は基本的に離れてしまう。先例拘束性は，先例の璃統を治癒するために当該判
決を拡張することを要求するものではない。当該先例が機能し得ないというの
であれば，当該先例は覆されるというのも先例拘束性の原則の内容をなす。
先例拘束性の原則に従うか否か決する上で関連する要素には，当該先例の歴
史の古さ，当該先例に対する信頼利益，および，当該先例が十分な理由を有す
るものであるか否かという点等が含まれる。この点， Jackson判決が下されて
から 20年しか経っていないのであるから，これを覆しても先例に対する期待
を無にするというには当たらないであろう。
憲法上の権利を保護するために当裁判所が予防法理を創設する場合の理由付
けは，当該予防法理の潤す利益に関する費用便益を比較衡量である。しかし，
Jackson判決が粛す利益は，それに要する costを凌駕するものではない。
Miranda-Ed wards-Minnick仰という一連の判例によれば，被疑者が弁護人の
立会なしに警察官と話すことを望まないのであれば， Miranda法理上の諸権
利の告知を受けた際にその旨を述べることを要するのみである。権利行使をす
る旨が告げられれば，その後は権利放棄を執効に迫ることが禁止される。この
枠組みが裁判官面前への引致に先立ち，弁護人の立会なしには話さないという
被疑者の任意の選択を保護するものであるならば，裁判官の下での審間後に合
衆国憲法第6修正の権利が生じた後の段階においても，同様の選択を保護する
に十分であって， Jackson判決による保護は不要である。排除法理を適用する
ことによって生じる主たる costは，言うまでもなく，真犯人を自由の身にする
ことであるが， Jackson判決は， Miranda法理上の諸権利の告知を適切に受け
ていながら，これらを放棄した被疑者の自由な選択による自白を無効とするば
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かりではなく，警察官が任意性のある自白を獲得しようとすることを抑止する
ものである。従って， Jackson判決は判例変更されるべきである。
Edwards法理に照らして上告人の第5修正の権利が害されていたと言える
か，および， Jackson以前の判例に照らせば，上告人が第6修正の権利を知っ
た上で任意に放棄したものとは言えないのかを判断すべく差し戻す。
(2) Alito裁判官の補足意見 (Kennedy裁判官参加)
当裁判所がGant判決闘によってBelton判例(加を視す際の先例拘束性に対
する扱いに鑑みれば， Jackson判決を判例変更した当裁判所の判断は支持され
るべきである。
(3) Stevens裁判官の反対意見 (Souter裁判官・ Ginsberg裁判官参加，
Breyer裁判官一部参加)
法廷意見がJackson判決の目的を限定して解釈しているのは不合理である。
同判決は， Edwards法理の理由付けに依拠したものではなく，弁護人と依頼
人との関係に第6修正が与える独自の保護に根差したものである。 Jackson判
決を合衆国憲法第6修正の文脈に正しく位置付けるならば，判例変更に関する
法廷意見の正当化根拠は崩れる。
もしも Jackson判決による保護がなくなるとすれば， Miranda法理上の権
利告知がなされただけでは，放棄を求められた合衆国第6修正上の権利につい
て被告発者が十分に理解することは出来ないo 本件記録からは，上告人が弁護
人の助力を受ける権利を有効に放棄したと結論付ける根拠は存しない(尚，
Breyer裁判官は，単独で，先例拘束性の原則は本件においても合衆国最高裁
判所を拘束するものである旨の反対意見をも執筆している)。
3 小括
(1 ) 第5修正に由来する権利の放棄と第6修正の権利の放棄
Montejo判決が下される以前は，一度，被告発者が第6修正の権利を行使
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した後は，捜査官が当該権利の放棄を求めることが許されない旨の Jackson判
決が先例となっていた。これは，供述の自由に関して一度， Miranda法理上の
権利が行使された後に，捜査官が被疑者に対して執効に権利放棄を迫ることに
よって第5修正の保護する供述の自由が蔑ろにされることを予防しようとする
Edwards法理と同様に，第6修正の権利に関しても，一度，被告発者からの権
利行使がなされた後は，捜査官からの執効な放棄要求に対する予防法理を設け
ようとするものであった。捜査機関での被疑者取調に際して「弁護人の助力を
受ける権利」が放棄される割合は8割以上に上っているとも言われ(ペ供述の
自由に関する危機感を持つ論者も稀有で-はない(問〉。
他方で，合衆国最高裁は Patterson判決(29)において， (5対4の僅差ではあ
るものの)第6修正による弁護人選任権を行使する旨，被告人から表明された
ものの，未だ弁護人が選任される前の段階で，警察がMiranda法理上の権利
舎知をなした上であれば，第5修正の権利と同様に，任意性が認められる限り
において権利放棄を許容する旨判示していた。更に， Jackson判決については，
Montejo判決において法廷意見に加わった Kennedy裁判官が，既に Cobb判
決の補足意見の中で，被疑者がMiranda警告を受けた上で自由意思に基づい
て供述した場合でも，当該供述が証拠として許容されないことに対して疑問を
呈示していた側。そして，この Kennedy裁判官の補足意見には， Montejo判
決の法廷意見を執筆した Scalia裁判官，同様に， Montejo判決で法廷意見に
加わっている Thomas裁判官も参加していたα1)0 Montejo判決は， Jackson 
判決を判例変更するととでJackson判決と Patterson法理との聞の射程をめ
ぐる緊張関係を解消したものと位置付けることが出来る刷。
もっとも，後述するように，第5修正と第6修正の機能の麓異に着目し，後
者の放棄については，捜査官が被告発者から自白を採取する際には弁護人と依
頼人の関係をより尊重すべきであるという見地から，本判決に対して批判的な
評釈も出されている側。
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(2) 先例拘束性
ところで，本稿の主題からは外れるものの， Montejo判決においてJackson
判決を判例変更するに当たり，法廷意見は，先例拘束性の原理に従うべき要件
として，①当該先例の歴史の古さ，②当該判決の理由の十分さを挙げているの
で，これらの点についても言及しておきたい。
まず，①については， Jackson判決が下されてから Montejo判決が下され
る迄に僅か20年余りしか経過していない旨を指摘しているが，この論理では，
「果たしてある判決が下されてから何年を経過すれば先例として定着したのか」
という不安定な要因を裁判実務に持ち込むこととなりかねない。 Montejo判決
の法廷意見自体も言及しているが，本稿のIで指摘したように，既に Cobb判
決の補足意見等において Jackson判決に対する旋聞が皇訴されていたという
事情等も考え併せて， Jackson判決は先例として必ずしも定着しておらず，
拘束力が弱かったと見たものと解すべきであろう。
他方で，②については，第5修正の権利については，確かに被疑者が権利行
使を表明した後に，権利の放棄を執劫に捜査機闘が求めることで，権利保障が
麗ろになる危険性があるので， Edwards法理による予防策が必要であろうが，
Jackson判決によって第6修正の権利についてまで，同様の法理を保障する根
拠が説得的に示されていないというのが骨子である。供述の自由・任意性を確
保するためには，既に第5修正に関する Edwards法理がある上に， Jackson 
判決によっても獲得した自白が排除されるという劇薬のような効果があること
に鑑みれば，この指摘は首肯し得るところであろう。もちろん，等しく「弁護
人の助力を受ける権利」であるとは言っても，第5修正の主たる狙いは，身柄
拘束下の取調における強制的要素を払拭することにより，供述の任意性を確保
するという受動的な防禦の性格があるのに対し，第6修正の狙いは，公判審理
において検察官の主張・立証に対して有効・適切な反論・反証するという点で，
より積極的な防禦という性格を有するのであるから，両者の狙いの相違に鑑み
れば，一概に，両者を同じ法理で扱うことには疑問の余地もあろう(刊。とはい
え， Montejo判決の事案においては，逮捕直後の弁護人公選のための予備審問
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が終了しただけの段階での弁護人立会権の放棄が問題となったに過ぎず，防禦
対象である訴因が明示された後に，公判審理における本格的な防禦を前提とし
た手続段階における弁護権放棄が問題となった訳ではなL、。その意味では，本
件事案においては，第6修正の権利放棄が問題となったとは言っても，第5修
正の権利と同様に，供述の任意性を保障し，取調における強制的要素を払拭す
るという限度で「弁護人の助力を受ける権利」の放棄が有効であったか否かが
問題となるに過ぎない。従って，殊更に，第5修正の権利以上の保障をすべき
ことにはならない筈である O このように考えるならば，先例拘束性の原理に従
うべき要件②も充足されていないと見ることができるであろう。
尚.Alito裁判官の補足意見は.Montejo判決において判例変更に反対して
いる Stevens.Souter両裁判官が，本判決と同・間延期に下された Gant判決
においては，従来の先例であった Belton判決の判例変更に同意している点に
ついて，先例拘束性の捉え方において一貫性を欠く旨を批判するものである。
例えBelton判決に沿って 20年以上，警察官への教育がなされ，法執行がなさ
れてきたという実態があるにせよ，先例としての権威が否定されるべき旨判示
していながら，本判決の事案においても. 20数年の歴史を有することを以て
Jacksonの先例拘束性を強調するのは矛盾であるという趣旨であろう。
(3)補論
Montejo判決の事案も.Patterson判決の事案も，共に，弁護人が現実に選
任されて具体的に公判審理での防禦に向けた準備を開始した後の取調における
「弁護人の助力を受ける権利」の放棄に関するものではない。公判審理におけ
る防禦，及び，その準備は，単に供述の任意性確保のため取調に立会うのとは
異なり，複雑であって，弁護人・依頼人間の関係は十分に尊重されるべきであ
る{ヘその意味では，起訴後の取調に際しての「弁護人の助力を受ける権利」
の放棄は，防禦の準備を阻害し，当事者としての主体的地位を損なう性格を有
するであるから，現実に弁護人が選任され，公判審理に向けての防禦準備の活
動が始まった後に，捜査機聞から弁護権の放棄を説得し，弁護人の立会なしに
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取調を行うことについてまではI Montejo判決の射程は及んでいないものと
見るべきであろう。
E 日本法への示唆
本稿の序において触れたように，我が国の憲法37条が合衆国憲法第6修正
を母法とすることから，正式起訴がなされる以前であっても，刑事手続の帰趨
を左右する重要な局面で裁判官が関与する手続が開始された時点を以て憲法
37条3項の保障が及ぶという見方を採ることは論理的には可能である。この場
合，例えば勾留質問以降ば，憲法37条3項の保障が及び，弁護人が選任され
ている場合，あるいは，弁護人選任を被疑者が希望している場合には，弁護人
の立会，あるいは最低限度同意なくして被疑者取調をなし得ないという解釈を
採る余地もあろう。
しかしI nで検討したように，正式起訴がなされる以前から当事者論争主義
に沿った手続を採ることを憲法37条が予定していると理解することには控か
曙躍を覚える。被告人にも当事者としての主体的・積極的地位を保障するとい
うのが当事者主義論争主義公判構造なのであり，それは，具体的に訴因の形で
攻撃防禦対象が示されてはじめて保障されるべきものである。単に司法機関が
関与することを以て，直ちに当事者主義論争主義に沿った手続を行わなければ
ならないとは解すべきでなかろう。日本法の下でも，正式起訴がなされる以前
の段階に，勾胃質問・勾留理由開示・準抗告等，様々な形で被疑者の重要な権
利に関して司法機関が刑事手続に関与する場聞がある。しかしながら，それら
は捜査段階の意要局面であるからこそ，中立公平な法律専門家である裁判官の
関与を規定しているに過ぎなL、。未だ防禦対象の具体的な確定もしていない捜
査段階は，極めて流動性に富むのであるから，被疑者に一方当事者として積極
的・能動的な訴訟行為を期待することは多くの場合，極めて困難であり，この
段階で期待される弁護人の役割も自ずと公判での防禦の準備を中心にするより
は，被疑者への権利告知・違法な捜査の監視・起訴猶予等を獲得するための示
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談交渉等の環境整備・被疑事件以外の生活関係に関する被疑者と外界(親族・
債権者等)との連絡等こそ，中心的な役割を果たすことになろう (3九逆に，公
判での防禦の準備を捜査段階での弁護活動の中心であると位置づける場合には，
弁護人に過度の負祖を強いることにもなりかねない。合衆国最高裁判所の判例
法理も，第5修正に由来する「弁護人の助力を受ける権利」が保障されるのは
身柄拘束下での被疑者取調に過ぎないとの見方から，身柄拘束状態にあると言
えるか否か微妙な事例について「弁護人の助力を受ける権利Jを保障するため
に，およそ両当事者の対立・論争構造とは言えない捜査段階において①司法機
関の関与する手続が開始したこと，②手続の帰趨にとって薫要な段階であるこ
とから，第6修正の拡張的適用をしてきたものとも嘗えるのである問。かかる
判例法理の下であっても，未だ司法機関が関与する手続は開始されておらず，
弁護人が選任されていない上に逮捕も未だなされていない状態で，外界から遮
断された環境(任意出頭途上の車両内等)で被疑者から自己負罪供述を引き出
す場合には，第5修正に由来する権利保障も第6修正の保障も及ばないことに
なってしまう。このように考えれば，むしろ身柄拘束概念を修正し，被疑者が
未だ逮捕される前であっても，外界から遮断された状況における被疑者取調で
あれば，供述の自由が危機に瀕することを理由に，第5修正に由来する「弁護
人の助力を受ける権利Jが保障されるものと考える方が適切なのではなかろう
か。第6修正の「弁護人の助力を受ける権利」が保障されるのは，同条項がそ
もそも公判審理において被告人が検察官の主張・立証に反論・反証する権利安
保障した規定であることに鑑み，少なくとも正式起訴がなされた後の手続に限
られると見るのが自然なのではなかろうか。このように考えると，被疑者取調
に関しでは， Montejo判決を契機にして，将来的には専ら第5修正の保障が及
ぶこととなろう制。従って，我が国においても，捜査段階において考慮すべき
なのは憲法34条の弁護権であって，少なくとも憲法37条3項の弁護権ではな
いと考えるべきであろう。
もっとも，第6修正に従って取調を規律するという発想は，それ故，アメリ
カ合衆闘において起訴後の被告人取調を原則的に禁止する根拠としては猶も意
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義を認めることが出来よう。この点，我が国の昭和36年最判は，被告人取調
の可否が問題となった事案において， I検察官は訴訟の当事者たると同時に公
訴の提起及びその維持に当たる公の機関である。従って公訴の維持に必要な限
度における捜査は，公訴提起後といえどもこれをなし得ること勿論である。但
し，公訴提起後においては検察官の証拠の収集は，専ら任意捜査に限られるべ
く，強制捜査に属するものは，全て公判廷における訴訟行為を通じてなされな
ければならない」と述べながらも， I刑訴法 197条は，捜査については，その
目的を達するため必要な取調をすることができる旨を規定しており，同条は捜
査官の任意捜査について何ら制限していなL、から，同法 198条の「被疑者』と
いう文字にかかわりなく，起訴後においても，捜査官はその公訴を維持するた
めに必要な取調を行うことがで‘きるものと言わなければならなL、。なるほど起
訴後においては被告人の当事者たる地位に鑑み，捜査官が当該公訴事実につい
て被告人を取り調べることはなるべく避けなければならないところであるが，
これによって直ちにその取調を違法とし，その取調の上作成された供述調書の
証拠能力を否定すべきいわれはなく，また，勾留中の取調であるの故をもって，
直ちにその供述が強制されたものであるということもできない」旨判示してい
る倒。しかし，極めて流動性に富む捜査段階とは異なり，公訴提起によって訴
因の形式で具体的に防禦対象が示された後，公判前整理手続又は第 1回公判期
日が開始される迄の僅かな期間こそ，被告人が真に充実して防禦の準備に専念
できる僅かな期間であることに鑑みれば，原則として被告人取調は禁止される
ものと解すべきであり，当該被告人の起訴後に逮捕された共犯者の供述が当該
被告人の供述と矛盾している場合，被告人自らが改めて供述の採集を希望した
場合等，真に必要性の高い例外的な場合に限り，弁護人を介して被告人が有効
に承諾した場合に限って許容されるものと解すべきであろう柵
終わりに
以上， Montejo判決の概観と分析を中心に合衆国憲法第5修正に由来する
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「弁護人の助力を受ける権利Jと第6修正が保障する「弁護人の助力を受ける
権利」との異聞について論じた。岡判決自体は， nにおいて触れたように，第
6修正の保障する「弁護人の助力を受ける権利」の放棄に関する基準を判示し
たものであるが，それにとどまらず，我が閣の憲法 37条3項の保障が手続の
知何なる段階から及ぶのかを検討するよで意義があると共に，被告人取調に関
する我が国の昭和 36年判決を見直す上でも意義を有するものと考え，本稿を
発表した次第でああ(41)。
[付記]
浅生教授・河港教授は，御二人とも，本学法科大学院に赴任されて以来，極めて精力
的に講義に取り組まれ，本学法科大学院における法曹養成教育に多大な貢献をして来ら
れました。両教授は，本学法科大学院生にとって良き教員でいらっしゃったのみならず，
同僚教員に対しでも法曹養成教育に従事する上での模範でいらっしゃいました。両教授
の御退職に際し，このような拙い論文そ御捧げすることは誠に恥ずかしく，また，申し
訳なき限りでありますが，大いなる尊敬と深い感謝の念をもって本稿を御捧げ致します。
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